
連 結 貸 借 対 照 表
(2021年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 6,727,851 流 動 負 債 4,518,204

現 金 及 び 預 金 2,431,543 支払手形及び買掛金 2,085,758

受取手形及び売掛金 2,597,733 電 子 記 録 債 務 282,577

電 子 記 録 債 権 619,236 短 期 借 入 金 1,736,184

た な 卸 資 産 941,263 リ ー ス 債 務 29,069

そ の 他 138,073 未 払 法 人 税 等 16,209

固 定 資 産 1,891,115 そ の 他 368,405

有 形 固 定 資 産 1,669,735 固 定 負 債 2,770,234

建 物 及 び 構 築 物 280,299 長 期 借 入 金 2,511,795

機械装置及び運搬具 482,581 リ ー ス 債 務 56,504

土 地 768,976 退職給付に係る負債 149,572

リ ー ス 資 産 63,003 繰 延 税 金 負 債 42,655

建 設 仮 勘 定 120 そ の 他 9,707

そ の 他 74,753

無 形 固 定 資 産 29,819

リ ー ス 資 産 11,682 負 債 合 計 7,288,439

そ の 他 18,136 ( 純 資 産 の 部 )

投資その他の資産 191,561 株 主 資 本 1,386,071

投 資 有 価 証 券 34,046 資 本 金 927,623

そ の 他 160,344 資 本 剰 余 金 763,504

貸 倒 引 当 金 △2,830 利 益 剰 余 金 △281,812

自 己 株 式 △23,244

その他の包括利益累計額 △56,345

その他有価証券評価差額金 1,354

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 542

為 替 換 算 調 整 勘 定 △26,854

退職給付に係る調整累計額 △31,387

非 支 配 株 主 持 分 801

純 資 産 合 計 1,330,527

資 産 合 計 8,618,966 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,618,966
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連 結 損 益 計 算 書

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 12,966,763

売 上 原 価 11,986,646

売 上 総 利 益 980,116

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,531,157

営 業 損 失 551,040

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,085

受 取 手 数 料 7,540

為 替 差 益 53,560

賞 与 引 当 金 戻 入 27,828

助 成 金 収 入 28,261

そ の 他 19,365 142,640

営 業 外 費 用

支 払 利 息 68,774

手 形 売 却 損 1,225

債 権 売 却 損 1,990

営 業 外 支 払 手 数 料 1,267

そ の 他 3,154 76,413

経 常 損 失 484,813

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,921 2,921

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 66,902

事 業 構 造 改 善 費 用 4,392

た な 卸 資 産 廃 棄 損 8,543 79,838

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 561,730

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 23,819

法 人 税 等 調 整 額 △6,878 16,940

当 期 純 損 失 578,670

非支配株主に帰属する当期純利益 85

親会社株主に帰属する当期純損失 578,756
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連結株主資本等変動計算書

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

(単位：千円)

項 目
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2020年４月１日残高 927,623 763,504 296,943 △23,204 1,964,868

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する当期純損失 △578,756 △578,756

自己株式の取得 △39 △39

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △578,756 △39 △578,795

2021年３月31日残高 927,623 763,504 △281,812 △23,244 1,386,071

項 目
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 退職給付に係る調整累計額
その他の包括

利益累計額合計

2020年４月１日残高 △3,781 △1,048 △2,059 △28,139 △35,028 945 1,930,785

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する当期純損失 △578,756

自己株式の取得 △39

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額）

5,135 1,591 △24,795 △3,248 △21,317 △144 △21,461

連結会計年度中の変動額合計 5,135 1,591 △24,795 △3,248 △21,317 △144 △600,258

2021年３月31日残高 1,354 542 △26,854 △31,387 △56,345 801 1,330,527
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連 結 注 記 表

Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　1. 連結の範囲に関する事項

　 ⑴ 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称

ヤマト・テクノセンター㈱、埼玉ヤマト㈱、ＨＭヤマト㈱、

　香港大和工貿有限公司、大和高精密工業（深圳）有限公司、

亜禡特貿易（上海）有限公司、BIG PHILIPPINES CORPORATION
(注)連結子会社であるＨＭヤマト株式会社は、2021年３月31日付で事業及び固定資産を譲渡い

たしました。

⑵ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、香港大和工貿有限公司、大和高精密工業（深圳）有限

公司、亜禡特貿易（上海）有限公司、BIG PHILIPPINES CORPORATIONの決算日

は12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用してお

ります。ただし、2021年１月１日から連結決算日2021年3月31日までの期間に

発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行なっております。

　2. 持分法の適用に関する事項

　 持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等の名称

　 BIG PROPERTIES HOLDINGS,INC

（持分法を適用しない理由）

　持分法を適用していない関連会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う

額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても

連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がない

ため、持分法の適用範囲から除外しております。

　3. 会計方針に関する事項

　 ⑴ 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ①有価証券の評価基準及び評価方法

　 その他有価証券

時価のあるもの…………連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法
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②デリバティブ取引………時価法

③たな卸資産………………当社は月別移動平均法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）によっております。

連結子会社は主として先入先出法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）によっております。

　 ⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ①リース資産以外の固定資産

(イ)有形固定資産…………当社及び国内連結子会社は、定率法によっており

ます。ただし、1998年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以降

取得の建物附属設備及び構築物については、定額

法によっております。

海外連結子会社は、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10年～46年

機械装置及び運搬具 ４年～８年

その他（什器備品） ２年～15年

(ロ)無形固定資産…………定額法によっております。ただし、ソフトウェア

（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっております。

　 ②リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しておりま
す。
なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナ
ンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理を採用しております。

　 ⑶ 重要な引当金の計上基準

　 ①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法に
よっております。貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可
能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ②賞与引当金

従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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　 ⑷ 退職給付に係る会計処理の方法

　 ①退職給付見込額の計上方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期
間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　 ②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年
数(５年)による定額法により翌連結会計年度から費用処理することとしてお
ります。

③未認識数理計算上の差異の処理

　未認識数理計算上の差異の処理については、純資産の部におけるその他の包

　括利益累計額の、退職給付に係る調整累計額に計上しております。

　 ⑸ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ①外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債、収益

及び費用は在外子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

　 ②ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約が付されている外貨建

金銭債権債務等については、振当処理を行なっております。金利スワップ

については特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しており

ます。

　 ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…………為替予約、金利スワップ

・ヘッジ対象…………外貨建債権債務及び外貨建予定取引、借入金

　 ヘッジ方針

外貨建取引金額の範囲内で為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジし

ております。

　 ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ手段の変動額の累計額とヘッジ対象の変動額の累計額を比較して有

効性を判定しております。

　 ③消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　 ④のれんの償却方法及び償却期間

のれんは、５年間で均等償却しております。
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Ⅱ 連結貸借対照表に関する注記

　1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　 ⑴ 担保に供している資産

建 物 137,533千円

土 地 768,976千円

　合 計 906,509千円

　 ⑵ 担保に係る債務

短 期 借 入 金 76,640千円

長 期 借 入 金 593,880千円

　合 計 670,520千円

　2. 受取手形割引高 170,655千円

　3. 有形固定資産の減価償却累計額 4,895,046千円

なお、減価償却累計額には減損損失累計額を含んでいます。

Ⅲ 連結株主資本等変動計算書に関する注記

　 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普 通 株 式 1,017,179株
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Ⅳ 金融商品に関する注記

　1. 金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に合成樹脂の製造販売事業を行うための設備投資計画

に照らして、必要な資金(主に銀行借入)を調達しております。また、短期的

な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述する

リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であり

ます。

⑵ 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスク

に晒されておりますが、当社グループでは、債権管理規程に従いリスクを管

理しております。

　投資有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価

格の変動リスクに晒されておりますが、定期的に時価や取引先企業の財務状

況等を把握することにより、リスクを管理しております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、全て１年以内の支払期日でありま

す。また、その一部には、製品等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替

の変動リスクに晒されていますが、先物為替予約を利用してヘッジしており

ます。

　借入金は、運転資金及び設備投資資金の調達を目的としており、このうち

一部は、変動金利であるため金利の変動リスクに晒されていますが、デリバ

ティブ取引(金利スワップ取引)を利用してヘッジしております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対す

るヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引及び支払金利の変動リスクに対

するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引であります。

　デリバティブ取引については、デリバティブ取引管理規程に基づき、管理

を行っております。

　営業債務や借入金は流動性リスクを伴っておりますが、当社グループでは、

資金繰計画の作成・更新を実施してリスクを管理しております。

⑶ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合

には一定の前提条件等により合理的に算定された価額が含まれているため、

異なる前提条件等によった場合、当該価額が変動することがあります。
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　2. 金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認

められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 2,431,543 2,431,543 ―

(2) 受取手形及び売掛金 2,597,733 2,597,733 ―

(3) 電子記録債権 619,236 619,236 ―

(4) 投資有価証券

その他有価証券 18,767 18,767 ―

資産計 5,667,280 5,667,280 ―

(1) 支払手形及び買掛金 2,085,758 2,085,758 ―

(2) 電子記録債務 282,577 282,577 ―

(3) 短期借入金 1,736,184 1,736,184 ―

(4) 長期借入金 2,511,795 2,508,373 △3,421

負債計 6,616,315 6,612,893 △3,421

デリバティブ取引

①ヘッジ会計が適用されていないもの ― ― ―

②ヘッジ会計が適用されているもの(*) 542 2,598 2,055

デリバティブ取引計 542 2,598 2,055

　(*)デリバティブ取引によって生じた正味の債権･債務は純額で表示しております。

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

⑴ 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

⑵ 受取手形及び売掛金ならびに、⑶ 電子記録債権

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

⑷ 投資有価証券

投資有価証券の時価については、取引所の価格によっております。
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負 債
⑴ 支払手形及び買掛金、⑵ 電子記録債務ならびに、⑶ 短期借入金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。

⑷ 長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものの時価は帳簿価額と近似している

と考えられるため、当該帳簿価額によっております。また、固定金利による
ものの時価は元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引
⑴ ヘッジ会計が適用されていないもの

該当するものはありません。
⑵ ヘッジ会計が適用されているもの

(単位：千円)

ヘッジ会

計の方法

デリバティブ

取引の種類等
主なヘッ
ジ対象

契約額等
時価

うち１年超

原則的

処理方法

為替予約取引

買建
外貨建仕
入の予定
取引

米ドル 10,281 ― 778

為替予約

等の振当

処理

為替予約取引

買建 買掛金

米ドル 63,532 ― 1,933

金利スワ

ップの特

例処理

金利スワップ取引

　支払固定・受取連動 長期借入金

20,800 6,800 △113

合計 94,613 6,800

(注) 時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 15,279

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ため、「資産(4)投資有価証券」には含めておりません。

Ⅴ １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,324円58銭
１株当たり当期純損失 576円16銭

Ⅵ 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(2021年３月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 3,801,251 流 動 負 債 3,030,755

現 金 及 び 預 金 1,265,308 支 払 手 形 310,053

受 取 手 形 5,694 電 子 記 録 債 務 351,522

電 子 記 録 債 権 594,527 営 業 外 電 子 記 録 債 務 451

売 掛 金 1,244,476 買 掛 金 462,700

商 品 6,710 短 期 借 入 金 1,723,531

製 品 210,689 未 払 金 84,571

仕 掛 品 18,648 未 払 費 用 50,264

原 材 料 30,164 未 払 法 人 税 等 9,272

前 払 費 用 6,465 そ の 他 38,387

未 収 入 金 205,946 固 定 負 債 2,280,059

短 期 貸 付 金 193,934 長 期 借 入 金 2,170,283

そ の 他 18,686 繰 延 税 金 負 債 3,305

固 定 資 産 2,887,531 退 職 給 付 引 当 金 45,805

有 形 固 定 資 産 1,042,249 そ の 他 60,665

建 物 139,399

構 築 物 10,203

機 械 及 び 装 置 48,356

車 両 運 搬 具 1,526

工 具、 器 具 及 び 備 品 10,855

土 地 768,976 負 債 合 計 5,310,815

リ ー ス 資 産 62,931 ( 純 資 産 の 部 )

無 形 固 定 資 産 22,034 株 主 資 本 1,376,070

ソ フ ト ウ ェ ア 4,478 　資 本 金 927,623

リ ー ス 資 産 11,682 　資 本 剰 余 金 785,172

電 話 加 入 権 5,873 資 本 準 備 金 785,132

投資その他の資産 1,823,247 そ の 他 資 本 剰 余 金 40

投 資 有 価 証 券 30,690 　利 益 剰 余 金 △313,481

関 係 会 社 株 式 1,607,865 利 益 準 備 金 1,004

出 資 金 10 そ の 他 利 益 剰 余 金 △314,486

長 期 貸 付 金 29,130 　買換資産圧縮積立金 11,370

長 期 前 払 費 用 12,361 　繰 越 利 益 剰 余 金 △325,856

敷 金 ・ 保 証 金 133,120 　自 己 株 式 △23,244

保 険 積 立 金 10,000 評価・換算差額等 1,896

会 員 権 等 2,900 その他有価証券評価差額金 1,354

貸 倒 引 当 金 △2,830 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 542

純 資 産 合 計 1,377,967

資 産 合 計 6,688,782 負 債 ・ 純 資 産 合 計 6,688,782
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損 益 計 算 書

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 5,614,346

売 上 原 価 4,931,578

売 上 総 利 益 682,767

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 783,745

営 業 損 失 100,977

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 72,458

受 取 手 数 料 14,878

賃 貸 料 40,475

賞 与 引 当 金 戻 入 額 17,126

そ の 他 4,866 149,805

営 業 外 費 用

支 払 利 息 58,428

手 形 売 却 損 1,162

債 権 売 却 損 588

貸 与 資 産 減 価 償 却 費 30,366

為 替 差 損 15,279

支 払 リ ー ス 料 684

支 払 手 数 料 1,267

そ の 他 2,704 110,481

経 常 損 失 61,654

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 16 16

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 65,838

関 係 会 社 株 式 評 価 損 246,743

事 業 構 造 改 善 費 用 4,392 316,975

税 引 前 当 期 純 損 失 378,613

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 11,837

法 人 税 等 調 整 額 7,184 19,022

当 期 純 損 失 397,636
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株主資本等変動計算書

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

(単位：千円)

項 目

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

2020年４月１日残高 927,623 785,132 40 785,172

事業年度中の変動額

　当 期 純 損 失

　自己株式の取得

　買 換 資 産 圧 縮
　積立金の取崩額
　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ―

2021年３月31日残高 927,623 785,132 40 785,172

項 目

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計利益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計買換資産圧縮

積立金

繰越利益

剰余金

2020年４月１日残高 1,004 14,132 69,017 84,154 △23,204 1,773,746

事業年度中の変動額

　当 期 純 損 失 △397,636 △397,636 △397,636

　自己株式の取得 △39 △39

　買 換 資 産 圧 縮
　積立金の取崩額

△2,761 2,761 ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― △2,761 △394,874 △397,636 △39 △397,675

2021年３月31日残高 1,004 11,370 △325,856 △313,481 △23,244 1,376,070
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(単位：千円)

項 目

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

2020年４月１日残高 △3,781 △1,048 △4,829 1,768,917

事業年度中の変動額

　当 期 純 損 失 △397,636

　自己株式の取得 △39

　買 換 資 産 圧 縮
　積立金の取崩額

―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

5,135 1,591 6,726 6,726

事業年度中の変動額合計 5,135 1,591 6,726 △390,949

2021年３月31日残高 1,354 542 1,896 1,377,967
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個 別 注 記 表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　1. 資産の評価基準及び評価方法

　 ⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法

　 ①子会社株式及び関連会社株式

　 移動平均法による原価法

　 ②その他有価証券

時価のあるもの

当期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　 時価のないもの

　 移動平均法による原価法

　 ⑵ デリバティブの評価基準及び評価方法

　 時価法

　 ⑶ たな卸資産の評価基準及び評価方法

月別移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）によっております。

　2. 固定資産の減価償却の方法

　 ⑴ リース資産以外の固定資産

①有形固定資産 定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以

降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４

月１日以降取得の建物附属設備及び構築物については、

定額法によっております。

②無形固定資産 定額法により償却しております。ただし、ソフトウェア

（自社利用分）については、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

③長期前払費用 均等償却しております。

　 ⑵ リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しており

ます。

なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を採用しております。
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　3. 引当金の計上基準

　 ⑴ 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法

によっております。

　貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

　 ⑵ 賞与引当金

　従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

　 ⑶ 退職給付引当金

　 ①退職給付見込額の計上方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　 ②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年

数(５年)による定額法により翌事業年度から費用処理することとしておりま

す。

未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異

なります。

　4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ⑴ ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約が付されている外貨建

金銭債権債務等については、振当処理を行っております。金利スワップにつ

いては、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

　 ⑵ 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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Ⅱ 貸借対照表に関する注記

　1. 担保に供している資産及びこれに対応する債務

　 ⑴ 担保に供している資産

建 物 137,533千円

土 地 768,976千円

　合 計 906,509千円

　 ⑵ 担保に係る債務

短 期 借 入 金 76,640千円

長 期 借 入 金 593,880千円

　合 計 670,520千円

　2. 受取手形割引高 168,064千円

　3. 有形固定資産の減価償却累計額 1,843,158千円

　4. 債務保証

関係会社の金融機関よりの借入金、手形割引及び電子記録債権割引に対して次

のとおり債務保証を行っております。

埼玉ヤマト株式会社 77,500千円

ヤマト・テクノセンター株式会社 20,000千円

香港大和工貿有限公司 1,000千US$

BIG PHILIPPINES CORPORATION 1,000千US$

　5. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 273,662千円

長 期 金 銭 債 権 95,330千円

短 期 金 銭 債 務 449,952千円

Ⅲ 損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

売 上 高 90,203千円

仕 入 高 784,841千円

営業取引以外の取引高 99,095千円
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Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

　 当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式 12,691株

Ⅴ 税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の内訳

　 ⑴ 繰延税金資産

　固定資産減損損失 40,122千円

　退職給付引当金 13,869千円

　たな卸資産評価損 5,404千円

　子会社株式評価損 147,367千円

　繰越欠損金 182,095千円

　その他 9,292千円

繰延税金負債との相殺 ―千円

繰延税金資産小計 398,149千円

評価性引当額 395,650千円

繰延税金資産合計 2,499千円

　 ⑵ 繰延税金負債

　買換資産圧縮積立金 4,980千円

　その他 823千円

繰延税金資産との相殺 ―千円

繰延税金負債合計 5,804千円

繰延税金負債の純額 3,305千円
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Ⅵ 関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等 （単位：千円）

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

(％)

関連当事者との
関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社
ヤマト・テク
ノセンター㈱

所有 直接
100.00

金型の設計
製作

金型の仕入
(注3)

51,245 買掛金 5,163

土地建物の
賃貸

設備の賃貸
(注2)

12,241 ─ ─

債務保証 債務保証
(注4)

20,000

役員の兼任

子会社 埼玉ヤマト㈱
所有 直接

100.00

当社製品の
製造

製品の仕入
(注3)

340,147 買掛金
未払金

支払手形

敷金・保証金

27,261
12,674

55,821

59,000

土地建物の
賃貸

設備の賃貸
(注2)

14,470 ─ ─

債務保証 債務保証
(注4)

77,500

役員の兼任

子会社 ＨＭヤマト㈱
所有 直接

100.00

当社製品の
製造

製品の仕入
(注3)

309,397 買掛金
未払金

電子記録債務

52,103
17,235

79,379

資金援助 資金の貸付
(注5)

短期貸付金 186,650

土地建物の
賃貸

設備の賃貸
(注2)

13,764 ─ ─

役員の兼任

子会社
香港大和工貿
有限公司

所有 直接
100.00

当社製品の
販売

製品の仕入
(注3)

83,518 買掛金 7,505

経営指導 受取手数料
(注1)

1,451 未収入金 27,582

資金援助 資金の借入
(注6)

短期借入金 166,065

債務保証 債務保証
(注4)

103,500

役員の兼任

子会社
BIG
PHILIPPINES
CORPORATION

所有 直接
99.75

経営指導 受取手数料
(注1)

13,427 未収入金 19,857

債務保証 債務保証
(注4)

103,462

役員の兼任
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取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１) 経営指導等の役務提供に対する対価を「受取手数料」として受領しており、当該役務に係る

当社の費用見積額を提示し、交渉の上決定しております。
(注２) 賃貸料については、貸与資産の減価償却費相当額としております。
(注３) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決

定しております。
(注４) ヤマト・テクノセンター㈱の銀行借入(20,000千円)、埼玉ヤマト㈱の銀行借入（77,500千

円）、香港大和工貿有限公司の銀行借入（103,500千円)、BIG PHILIPPINES CORPORATIONの銀
行借入(103,462千円）につき、債務保証を行ったものであります。

(注５) 資金の貸付の金利水準については、市場金利を勘案して決定しており、利息の回収条件は貸
付返済期限までの随時返済となっております。なお、担保は受け入れておりません。

(注６) 資金の借入の金利水準については、市場金利を勘案して決定しており、利息の支払条件は借
入返済期限までの随時返済となっております。なお、担保は差し出しておりません。

(注７) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

役員及び個人主要株主等 （単位：千円）

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

(％)

関連当事者との
関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等（当該
会社等の子
会社を含

む）

永田紙業㈱
(注２)

(被所有)
直接 39.8

当社製品の
販売

産業廃棄物
の処理及び
運搬
役員の兼任

製品の売上
(注1)

4,456 ─ ─

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注１) 価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決

定しております。
(注２) 当社取締役 永田 耕太郎およびその近親者が議決権の過半数を直接所有しております。
(注３) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

Ⅶ １株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,371円81銭

１株当たり当期純損失 395円85銭

― 20 ―


